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３月市議会　（大山鳴動して、鼠一匹とも）
２０１７年３月議会は、３月２７日に終わりました。
市長提出議案は８１議案（議案番号は８２号まで）でした。（１議案は撤回）。
当初、７５議案が提出され、初日に１議案（補正）が追加になり、即決。最終日に５議案（補正２議案と人事案件３議案）が提出されました。
２つの議員提出の修正案（幼稚園条例と体育施設条例）を含む５５議案に反対しました。値上関連条例３７議案のうち施設の使用料の値上げなどの３１議案は否決されました。（これが、鼠一匹です。）
残念ながら、市民生活に直結する値上げである、下記５議案は承認されました。水道料金下水道料金が大幅に上がるのです。（水を使う業者の中には、廃業する方も出てきます。）幼稚園の利用者負担額（保育料）も上がります。
手数料条例、消防手数料、市立幼稚園、水道事業給水、下水道条例
教育集会所条例は、部屋が有料で使用されていないため無料にするものです。

国保税条例（医療と後期の限度額２万円アップ）の改正も値上関連と捉える事ができます。
最終日の追加議案のうち、副市長関係はもっとちゃんと議論（副市長の２人制について）すべきです。４月１日付けの人事異動では「統括監」と言うものができて実質的に副市長３人制です。お金が無いと言いながら。（これが、大山鳴動です。）
請願については、請願第１号「『テロ等準備罪』創設についての意見書」を国会等に提出を求める請願書は、松田正美、満仲正次、伊藤研司、岡村信子、大森啓、伊藤恵一、石田正子、星野公平の８議員が賛成しました。
請願第２号こども医療助成の窓口無料（現物支給）を求める請願は、松田正美、満仲正次、伊藤研司、岡村信子、大森啓、伊藤恵一、石田正子、星野公平の８議員に加えて、飯田尚人、箕浦逸郎の計１０議員が賛成しました。（もう少しです。）
　残念ながら賛成少数で２つとも不採択になりましたが、これからも頑張ります。
「ルールある経済社会」と「自主・自立の平和外交」
世界の動きがわかる「しんぶん赤旗」をお読みください。
日刊紙　月３,４９７円　　日曜版　月８２３円
桑名市議員団 星野公平のＨＰは　 http://hoshino.jcpweb.net/
ご意見をお寄せください　ＦＡＸは　２２－３０２８　（星野自宅）
「長時間労働を解消し、過労死を根絶するために」

―桑名市は「働き方改革推進室」を設置―
日本共産党は３月３日に、「長時間労働を解消し、過労死を根絶するために」の緊急提案を発表しました。２０１５年度に過労死・過労自殺の労災認定が１８９件にのぼるなど、日本の長時間労働・過労死の状況は悪化し続けています。　　　　　　　　　　　　　　　　ｐ安倍政権の「働き方改革」は、過労死水準（月１００時間・年７２０時間）の残業を合法化し、残業代ゼロ制度の導入をめざすもので、「長時間労働を固定化し悪化させる改悪」し、「長時間労働は、働く人の身体と心の健康を傷つけ、家族や子育て、地域社会など日本社会の健全な発展にも大きな妨げになっている」。　ｐ提案は、労働法制に二つの決定的弱点―（１）残業時間の上限規制も、勤務と勤務の間にとるべき休息時間の規制もない（２）残業代によって長時間労働を抑制する役割が果たせていない―があると指摘しています。　　　　　　　　　　ｐ第一の改革として、残業時間を例外なく大臣告示の「週１５時間・月４５時間・年３６０時間以内」に規制し、割増残業代の支払い強化を提起しています。　　　ｐ第二の改革は、パワーハラスメントへの適切な法規制です。パワハラを行った企業に厚労省が助言・指導・勧告し、勧告に従わない企業名を公表します。　　　　　ｐ第三は、違法行為への監視体制と社会的制裁の強化です。労働者や家族らの告発に迅速に対応できるよう、労働基準監督官の増員など体制や社会的制裁を強化します。

桑名市では、４月１日付の人事異動と組織改編で、「働き方改革推進室」を設置し、働き方の見直しや職員のワークライフバランスの推進を行うと言っています。
今後の動向に注目して行きます。

もの言えぬ暗黒社会、盗聴・密告社会をつくる「共謀罪」法案
６日から審議入り　　犯罪行為が無くても共謀・計画の段階で処罰。
国の２０１７年度予算に日本共産党が反対した理由
１、｢アベノミクス｣の破綻の皺寄せを国民に押し付け、暮らしを一層追い詰める。ｐ国内需要の６割を占める個人消費は２０１５、１６年と２年連続でマイナスです。賃上げも消費税増税を含む物価上昇に追いつかず、実質賃金は４年連続のマイナスです。これでは「経済の好循環」は生まれようがありません。　　　　　　　ｐ予算案では、来年度の所得税・消費税の税収を前年度比でマイナスとしており、政府も国民の所得と消費が更に落ち込むと予想しています。｢アベノミクス｣の破綻を認めるべきです。この２０年間で、富裕層への富の集中、中間所得層の疲弊、貧困層の拡大が進行し、日本経済に大きな歪みが生じています。貧困と格差を正すことこそ求められています。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ｐまた、社会保障費の「自然増」を１４００億円も抑制しています。特に高齢者を狙い撃ちにして医療介護の負担増が狙われています。高齢者の家族にも影響を与え、現役世代の将来不安を増大させるものです。　　　　　　　　　　　　　　ｐ文教予算も３年連続削減しています。大学生等への給付制奨学金が創設されますが、対象は限定的で、深刻な事態を変えるものではありません。
２、不要不急の大型公共事業、原発再稼働や核燃料サイクルを推進する。　　　　　　ｐ国の財政赤字を理由に暮らしの予算を切り詰める一方で、大都市圏環状道路、国際コンテナ戦略港湾など大型公共事業は優先され、安倍内閣の４年間で公共事業関連経費は著しい伸びとなっています。財政投融資から、リニア中央新幹線建設費として総額３兆円の貸し付けを行うとしています。　　　　　　　　　　　　ｐ福島第１原発事故の賠償や除染等の費用がこれまでの倍、２１・５兆円とされ、税金と電気料金上乗せという国民負担によって回収しようとしています。廃炉が決まった高速増殖炉もんじゅについて、１兆円もの費用を投じた壮大な失敗を認めようともせず、もんじゅに代わる高速実証炉の開発を進めるなど許されません。
３、｢日米同盟第一｣で、軍事費の大幅増額など、戦争する国づくりを進める。　　　ｐ日米首脳会談で、安倍総理は「日本は同盟におけるより大きな役割および責任を果たす」ことを合意しました。「新ガイドライン」と安保法制＝「戦争法」に基づいて、地球的規模で米軍と自衛隊の軍事協力を推進するものです。軍事費は３年連続の大幅増額、補正予算で前倒し計上をしてもなお、過去最高の５兆１３００億円、米軍関係経費も過去最高の３９８５億円にのぼります。　　　　　　　　ｐ日米共同声明では、米軍新基地建設について「辺野古が唯一の解決策」とし、沖縄県民の民意を踏みにじる無法な工事が強行されています。辺野古沖での工事の中止、新基地建設断念、普天間基地の閉鎖、撤去を求めます。（田村議員の反対討論より）
「核兵器禁止条約国連会議」開催　　　　　　　　ｐｐｐｐ―３月２３日から３０日まで、ニューヨークで―
日本政府が「核兵器禁止条約国連会議」への不参加を決める下で、日本共産党代表団（団長、志位委員長）は、この「会議」への要請を行い、「会議」に公式に参加するなどの活動を行いました。被爆国日本の国民の声を国連に届ける活動に取り組みました。　今回の「会議」は、画期的、歴史的意義を持つものとなっています。　第一は、戦後の歴史で初めて、核兵器禁止条約締結に向けた交渉が開始されたということです。開催された背景には、① 被爆者の一貫した活動、一連の国際会議などを通じて、核兵器の非人道性が国際社会の共通認識となったこと。②　核保有大国がＮＰＴ（核不拡散条約）再検討会議などで行った国際社会への誓約に背く行動をしていること―などが挙げられます。　第二に、この「会議」が、各国政府と市民社会によって構成されていることは、国連の核軍縮交渉の歴史でも初めてのことであり、その点でもこの「会議」は画期的なものとなっています。とりわけ被爆者の発言は、各国政府代表にも多大な感銘を与え、「会議」に道徳的な方向性を示すものとなりました。　　　　　　　　　　　　　ｐ｢会議｣は、第１会期の議論を踏まえ、６～７月の第２会期に向けて、条約案の原案が提示されます。引き続き、その成功のために貢献していきます。　　　　　ｐ草の根から｢核兵器禁止条約の早期締結｣を求める世論と運動(「ヒバクシャ国際署名」を広める)を圧倒的に高めることが、この交渉の行方を大きく左右させます。
日本共産党代表団の「会議」への多面的な活動の内容　　　　　　　　　　　　　　　①キム・ウォンス国連軍縮担当上級代表と会談し、会議への「要請文」―「核兵器禁止条約の早期締結にむけた国際的合意を」を渡しました。　　　　　　　　　②エレン・ホワイト「会議」議長とも会談し、「要請文」を渡しました。　　　　　　③文書発言「どのようにして『核兵器のない世界』を実現するか」を、国連に提出し、作業文書として受理されました。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　④短いですが、公式の演説（ステートメント）を行いました。国連の会議で日本共産党として発言するのは、初めてのことです。　　　　　　　　　　　　　　　⑤個別に各国代表団と懇談・要請の活動を行いました。懇談・要請の活動は、３６の国・機関と実現しました。多くの国と、まず核兵器禁止条約を締結し、全面廃絶に向かうという点で立場を共有でき、建設的な意見交換ができました。　　　⑥各国のＮＧＯ、ＰＮＮＤ（核軍縮・不拡散議員連盟）とも懇談し、協力の関係を強めることができました。[image: image1.png]



日本共産党桑名市議団　星野公平ニュース
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発行　　　　日本共産党桑名市議員団 　☎２４－１３１０


発行場所　桑名市中央町２－３７　桑名市役所議員控室


自宅　　　　桑名市立花町１－１４－７ 　☎２２－２９７５











































































































